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年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 15 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 13 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 7 件



                      

  

千葉国民年金 事案 4242 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年１月から同年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 29 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 49 年 12 月から 56 年３月まで 

           ② 昭和 58 年１月から同年３月まで   

    私が結婚するときに母から受け取った年金手帳には、「初めて被保険

者となった日」は、昭和 49 年 12 月 10 日と記載されており、申立期間

①については、母が国民年金保険料を納付してくれていたはずであり、

申立期間②については、自分で納付書により銀行で保険料を納付したの

に、申立期間①及び②が未納とされていることは納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ市及びＢ市の国民年金被保険者名簿から、申立人の申立期間②前後の

国民年金保険料は、いずれもＢ市で納付されていることが確認できる。 

 また、申立期間②は、国民年金に任意加入中の３か月と短期間であり、

申立人は、申立期間②以降、国民年金に未加入の 11 か月を除き、未納は

無い上、申立人の夫は、申立人の申立期間を通じ、長期にわたって厚生年

金保険に加入しており、生活状況は安定していたと推認されることから、

申立人は、申立期間②の保険料を納付していたと考えるのが自然である。

 一方、申立期間①については、申立人は、「昭和 49 年 12 月頃、母が私

の国民年金の加入手続を行い、結婚するまでの間の保険料を納付してくれ

ていた。」と主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、56 年

５月 30 日に払い出されており、49 年 12 月に遡って国民年金被保険者資

格を取得したものと推認できることから、当該払出し時点で、申立期間①

のうち、54 年３月以前の保険料は時効により納付できない期間である。 

 なお、オンライン記録によると、昭和 49 年９月１日から 50 年２月 20

  

 

  

  



                      

  

日までの厚生年金保険被保険者の記録が平成 23 年 10 月 24 日に統合され

この際、申立人の国民年金被保険者資格の取得日が、年金手帳記載の日付

から、昭和 50 年２月 20 日に変更されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間①に係る加入手続及び保険料納付に直接関与

しておらず、これらを行ったとする申立人の母からは事情を聴取すること

ができないことから、申立期間①当時の加入手続及び保険料の納付状況は

不明である。 

 さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立期間①の保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く

ほかに申立期間①の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち

昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

、

  

、

  、



                      

  

千葉国民年金 事案 4243 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年８月から 61 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60 年８月から 63 年９月まで 

         ② 平成 17 年７月 

         ③ 平成 17 年 11 月及び同年 12 月 

         ④ 平成 18 年４月及び同年５月 

         ⑤ 平成 18 年 11 月及び同年 12 月 

         ⑥ 平成 23 年７月 

    

    

    

    

    

    私は、勤務していた事業所を昭和 60 年７月 31 日に退職してＡ（業

種）を始めた。その後、役場からの知らせで国民年金に未加入であると

分かり、そのときに加入手続を行った。申立期間①の国民年金保険料は

役場の徴収員に自宅まで来てもらい、夫婦二人分として 46 万円から 48

万円ぐらいを納付した。大金だったので、とても大変で苦しかったこと

を覚えている。また、申立期間②から⑥までの保険料は、納付していな

いと役場から通知が来たので、その都度全て納付したはずである。申立

期間①から⑥までの保険料が未納とされていることは納得できない。 

、

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①のうち、昭和 60 年８月から 61 年３月までの期間については

申立人の国民年金手帳記号番号は、同年 12 月 10 日に社会保険事務所（当

時）からＢ郡Ｃ町（現在は、Ｄ市）に払い出された手帳記号番号の一つで

あることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認できること、申立人は

62 年９月から同年 11 月頃までに国民年金の加入手続を行ったことが申立

人の前後の手帳記号番号の被保険者の資格記録等により推認できることか

ら、同年９月を基準にすると、当該期間の国民年金保険料は過年度納付す

、



                      

  

ることが可能である。 

 また、申立人と一緒に保険料を納付していたとする申立人の妻は、オン

ライン記録において、当該期間の保険料を、申立人が加入手続を行ったと

推認できる時期と同時期の昭和 62 年９月に過年度納付していることが確

認できることから、申立人は、加入時において、その妻の分と一緒に当該

期間の保険料を過年度納付したと考えても特段不自然ではない。 

 一方、申立期間①のうち、昭和 61 年４月から 63 年９月までの期間につ

いては、申立人は、夫婦二人分の保険料をまとめて納付したと主張してい

るところ、オンライン記録によれば、申立人は申立期間①直後の同年 10

月から平成２年３月までの保険料を３年１月から同年６月までの間で過年

度納付していることが確認でき、同年１月の時点において、申立期間①の

保険料は時効により納付することができなかった事情がうかがえる上、申

立人夫婦からの聴取によっても申立人が納付したとする保険料が申立期間

①のうち、昭和 61 年４月から 63 年９月までの保険料であったとの心証が

得られなかった。 

 また、申立期間①のうち、昭和 61 年４月から 63 年９月までの期間につ

いては、Ｃ町の国民年金被保険者名簿において未納と記録されており、記

録訂正等が行われた形跡は見当たらない上、申立人と一緒に保険料を納付

したとする申立人の妻も当該期間は未納となっていることがオンライン記

録により確認できる。 

 さらに、申立期間②から⑤までについては、申立人から平成 17 年分及

び 18 年分の所得税の確定申告書が提出されており、17 年中の国民年金の

支払保険料欄には「282,380 円」と記載され、当該金額はオンライン記録

において確認できる同年中に納付された申立人夫婦の保険料合計額に比べ

低額であることが認められる上、18 年中の国民年金の支払保険料欄には

「110,040 円」と記載され、当該金額はオンライン記録において確認でき

る同年中に納付された申立人のみの保険料額と一致していることから、当

該確定申告書に記載された保険料額には申立期間②から⑤までの保険料は

含まれていないものと考えられ、申立期間②から⑤までの保険料を納付し

ていたと推認することはできない。 

 加えて、申立期間⑥については、オンライン記録において、平成 23 年

10 月 14 日に申立人に対し納付書が発行されていることが確認でき、申立

期間⑥の保険料は納付期限までに納付しなかった事情がうかがえる。 

 その上、申立期間②から⑥までについては、平成９年１月の基礎年金番

号制度導入後の期間であり、年金記録管理業務のオンライン化、電算によ

る納付書の作成、領収済通知書の光学式文字読取機による入力等、事務処

理の機械化が図られた上、14 年４月以降は保険料収納事務が国に一元化

されたことに伴い、委託業者による磁気テープに基づく納付書の作成、収

  

  

  

  

  

  



                      

  

納機関からの納付通知の電子的実施等、年金記録事務における事務処理の

機械化が一層促進されていることを踏まえると、記録漏れや記録誤り等が

生じる可能性は少ないものと考えられる。 

 このほか、申立期間①のうち、昭和 61 年４月から 63 年９月までの期間

及び申立期間②から⑥までの期間の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間①のうち、61 年４月か

ら 63 年９月までの期間及び申立期間②から⑥までの期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち

昭和 60 年８月から 61 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

  

  、



                      

  

千葉国民年金 事案 4244 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年３月及び 45 年 10 月から同年 12 月までの期間の国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生

住    所 ：  

    

     

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年３月 

         ② 昭和 45 年 10 月から同年 12 月まで     

    私の母が私の国民年金の加入手続を行い、私が昭和 46 年４月に結婚

するまで国民年金保険料を納付してくれたが、申立期間①及び②の未納

期間がある。それらの未納期間において、保険料を納付してくれた母は

保険料が納付済みとなっており、また、私は、私に未納期間があるとい

う話を母から聞いた覚えも無いことから、申立期間①及び②の保険料は

納付済みであると思うので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の任意加入者の資格取得日

から、昭和 44 年４月頃に払い出されていることが推認できることから、

申立期間①及び②の国民年金保険料はいずれも現年度納付が可能である上

申立人の保険料を納付していたとする申立人の母は、申立人の父と共に、

申立期間①及び②の保険料を全て納付している。 

 また、申立人の両親は、国民年金制度が発足した昭和 36 年４月から 60

歳になるまでの保険料を完納している上、申立人も申立期間以外に未納は

無く、保険料の納付意識の高さがうかがえるところ、申立期間①は１か月

申立期間②は３か月とそれぞれ短期間であることを踏まえると、申立期間

①及び②の保険料は納付していたと考えるのが自然である。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び

②の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

、

  

、

  



                      

  

千葉国民年金 事案 4245 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年 10 月から 48 年３月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年４月から 47 年６月まで 

           ② 昭和 47 年 10 月から 48 年３月まで 

  私は、Ａ区でＢ（業種）の事務所を開設していた頃の 27 か月間及び

Ａ区からＣ市へ事務所を移転した当初の６か月間の国民年金保険料につ

いて、納付したはずであるのに未納の記録になっているのは納得できな

いので調査してほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、申立人は、「Ａ区からＣ市へＢ（業種）の事務所

を移転した当初の６か月間の国民年金保険料は納付したはずである。」と

主張しているところ、特殊台帳の記載から、Ａ区からＣ市への住所変更手

続は適切に行われていることが確認でき、申立期間②の保険料は、Ｃ市に

おいて現年度納付することが可能である。 

 また、申立期間②直前の３か月の保険料は現年度納付されており、かつ

申立期間②以降、60 歳となるまでの保険料が全て納付済みである上、申

立期間②は、６か月と短期間であることを踏まえると、申立人が申立期間

②の保険料を納付していたと考えるのが自然である。 

 一方、申立期間①について、特殊台帳、Ａ区及びＣ市の国民年金被保険

者名簿には、保険料が納付された形跡は確認できない上、Ｃ市の国民年金

保険料検認カードには、昭和 44 年度の納付欄に「６か月納付６か月未

納」と記載され、昭和 45 年４月から 47 年６月までの納付欄に納付を示す

記載は無く、共にオンライン記録と一致する。 

 また、申立人は、20 歳になって国民年金被保険者資格を取得した後、

  

  

  



                      

  

長期（80 か月）にわたる未納期間がある上、申立期間①の保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申

立期間①の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち

昭和 47 年 10 月から 48 年３月までの国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。 

  、



                      

  

千葉国民年金 事案 4246 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 37 年６月までの国民年金保険料については

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

、

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 37 年６月まで 

  私の国民年金については、母がＡ市役所の窓口で加入手続を行い、申

立期間の国民年金保険料を過去の未納分の国民年金保険料として遡って

納付してくれていた。しかし、厚生年金保険の脱退手当金支給済みの記

録が見つかったため申立期間の国民年金保険料が還付されて年金額が減

額された。再度、申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めて

ほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間については、平成 23 年８月 29 日に申立人の厚生年金保険と国

民年金の記録を統合するまでは、国民年金の強制加入被保険者期間として

記録され、国民年金保険料は納付済みとされていたが、この記録統合によ

って、申立期間は、本来国民年金に加入することができない厚生年金保険

被保険者期間との重複期間であることが判明したため、申立期間の国民年

金保険料は同年 11 月２日に年金事務所において還付決定されている。 

 しかしながら、申立期間の厚生年金保険被保険者期間については、脱退

手当金が支給済みであり、厚生年金保険被保険者でなかったものとみなさ

れる期間であり、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付してから還付

されるまで 40 年以上が経過していることなどを踏まえると、申立人の国

民年金の受給権は尊重されるに値すべきものと考えられ、制度上、国民年

金の被保険者となり得ないことを理由として、国民年金保険料の納付を認

めないことは信義衡平の原則に反するものと考えられる。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

  

  



                      

  

千葉国民年金 事案 4247 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年 12 月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 12 月 

  私の母は、私が大学在学中に私の国民年金の加入手続を行い、国民年

金保険料を納付してくれた。母は、「国民年金加入期間の保険料を間違

いなく納付した。」と話しているのに、申立期間が未納とされているこ

とは納得できない。調査の上、納付記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金に加入して以降、申立期間を除き、国民年金保険料

は全て納付済みである。 

 また、オンライン記録において、平成８年７月５日に申立人に対し過年

度保険料の納付書が作成されていることが確認できるところ、申立期間の

保険料を納付したとする申立人の母は、「申立期間の保険料は、当時の勤

務先の取引銀行であったＡ銀行又はＢ銀行で納付書を使って納付した。」

と具体的に申述している上、申立期間は１か月と短期間であることを踏ま

えると、申立人の母が当該納付書により、申立期間の保険料を納付してい

たものと考えるのが自然である。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

  

  



                      

  

千葉国民年金 事案 4248 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年４月から 52 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年２月から 45 年４月まで 

         ② 昭和 50 年４月から 52 年３月まで 

私は、申立期間当時、実家の両親が営むＡ（業種）の手伝いをしてい

    

    

た。両親は、税金等の納付書が届くとすぐに支払うようにしており、国

民年金保険料の納付に困るような経済状況ではなかった。申立期間①の

保険料は両親が納付してくれたはずであり、家業の手伝いをしている私

の保険料を両親が納付していないとは思えない。 

 また、結婚後は納付書が届くとすぐに私が夫婦二人分の保険料を納付

していた。Ａ（業種）のＢ（業務）を始め、税金、年金等、家の支払関

係も全て私が行っていたので、夫の申立期間②の保険料は納付してある

のに私の保険料が未納ということは無いはずである。 

 申立期間①及び②の納付記録を訂正してほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、申立人は、「納付書が届くとすぐに夫婦二人分

の国民年金保険料を納付していた。」と申述しているところ、申立人の夫

は申立期間②の保険料は納付済みである。 

 また、申立人の夫は、「税金や保険料等の支払いは全て妻に任せていた。

妻は請求が来たらすぐに支払う性分であり、遅れたり支払わなかったりす

ることはあり得ない。」と申述している。 

 さらに、申立人は、申立期間②の前後の保険料については納付済みであ

るとともに、申立期間②後に未納は無く、納付意識の高さがうかがえるこ

とから、その前後の期間と同様に申立期間②の保険料を納付していたもの

  

  



                      

  

と考えるのが自然である。 

 一方、申立期間①については、申立人は、申立人の両親が保険料を納付

してくれたと主張しているところ、申立人の国民年金の加入手続は、申立

人の国民年金手帳記号番号の前後の任意加入者の資格取得日から、昭和

45 年５月頃に行われたと推認される上、国民年金受付処理簿によると、

申立人はＣ市において、婚姻後の姓により加入していることが確認でき、

加入手続を行った時点において、申立期間のうち一部の期間の保険料は時

効により納付することができない。 

 また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 さらに、申立人は加入手続及び申立期間①の保険料納付に直接関与して

おらず、関与したとする申立人の両親は既に亡くなっているため、加入手

続及び保険料納付の具体的な状況は不明である。 

 加えて、申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち

昭和 50 年４月から 52 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

  

  

  

  

  、



                      

  

千葉国民年金 事案 4249 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年１月から同年３月まで 

  私は、昭和 46 年秋からＡ（業種）を営んでおり、申立期間当時は順

調に業績も伸びていたので、金銭的に困るような状態ではなく、国民年

金保険料に限らず税金等を一切未納にしたことは無い。申立期間に係る

夫婦の保険料は、私の妻がＢ信用金庫（現在は、Ｃ信用金庫）Ｄ支店又

はＥ銀行Ｆ支店で間違いなく納付したはずであり、未納とされているこ

とは納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人夫婦は、申立期間の前後の国民年金保険料を長期間にわたり納付

しており、納付意識の高さが認められる。 

 また、申立人の妻が申述する申立期間に係る夫婦の月額保険料は、申立

期間当時の保険料額とおおむね一致しており、申立内容に不自然さはみら

れない上、申立期間は３か月と短期間であることを踏まえると、申立期間

の保険料は納付していたものと考えるのが自然である。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

  

  



                      

  

千葉国民年金 事案 4250 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金保険料については

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

、

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生

住    所 ：  

    

     

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年１月から同年３月まで 

 私の夫は、昭和 46 年秋からＡ（業種）を営んでおり、申立期間当時

は順調に業績も伸びていたので、金銭的に困るような状態ではなく、国

民年金保険料に限らず税金等を一切未納にしたことは無い。申立期間に

係る夫婦の保険料は、私がＢ信用金庫（現在は、Ｃ信用金庫）Ｄ支店又

はＥ銀行Ｆ支店で間違いなく納付したはずであり、未納とされているこ

とは納得できない。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人夫婦は、申立期間の前後の国民年金保険料を長期間にわたり納付

しており、納付意識の高さが認められる。 

 また、申立人が申述する申立期間に係る夫婦の月額保険料は、申立期間

当時の保険料額とおおむね一致しており、申立内容に不自然さはみられな

い上、申立期間は３か月と短期間であることを踏まえると、申立期間の保

険料は納付していたものと考えるのが自然である。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4626 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平成４年

４月８日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録

を訂正することが必要である。 

 なお、平成４年３月の標準報酬月額については 53 万円とすることが妥

当である。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 12 年生

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成４年３月 31 日から同年４月８日まで 

  私は、年金事務所から以前勤務していたＡ社の厚生年金保険の被保険

者資格喪失日の記録が訂正されているという連絡を受けたので、当初の

被保険者資格喪失日に記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録により、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった

平成４年３月 31 日の約１か月後の同年５月２日付けで、申立人の被保険

者資格喪失日は同年４月８日から同年３月 31 日に遡及訂正されているこ

とが確認できる。 

 一方、当該事業所の複数の元同僚の証言から、申立人は当該事業所が厚

生年金保険の適用事業所でなくなった平成４年３月 31 日以降も当該事業

所に勤務していたことが推認できる。 

 また、当該事業所に係る商業登記簿謄本により、申立人は昭和 59 年６

月１日から平成元年 11 月 25 日までの期間は代表取締役であったが、申立

期間当時は役員でなかったことが確認できる上、複数の元同僚は、「申立

人は、Ｂ（業務）、Ｃ（業務）が主な業務で、社会保険の手続等は行って

いない。」と供述していることから、申立人は当該遡及訂正処理に関与し

ていないと認められる。 

 さらに、上記商業登記簿謄本によると、当該事業所は申立期間において

法人格を有していたことが確認できることから、厚生年金保険の適用事業

  

  

  



                      

  

所としての要件を満たしていたと認められ、適用事業所でなくなったとす

る処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

 これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、当該

事業所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった後に、申立人の資格喪失

に係る処理を遡って行う合理的な理由は見当たらず、当該喪失処理に係る

記録は有効なものとは認められないことから、申立人の当該事業所におけ

る資格喪失日は事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、平成４年

４月８日に訂正することが必要である。 

 なお、申立期間の標準報酬月額については、平成４年２月の標準報酬月

額の記録から、53 万円に訂正することが妥当である。 

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4627 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成３年 11 月１日から５年 10 月１日までの期間につ

いて、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立

人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の標

準報酬月額に係る記録を、３年 11 月から４年９月までは 34 万円、同年

10 月から５年９月までは 36 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年 11 月１日から６年３月 31 日まで 

         ② 平成６年３月 31 日から同年５月１日まで     

    私は、昭和 58 年３月から平成６年４月までＡ社で勤務していたが、

申立期間①の標準報酬月額が、実際の支給額に比較して著しく低いこと

から、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 また、Ａ社に平成６年４月まで勤務したことから、厚生年金保険被保

険者の資格喪失日が同年３月 31 日になっていることに納得できない。

調査の上、申立期間②を訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①のうち、平成３年 11 月１日から５年 10 月１日までの期間

について、オンライン記録によると、申立人のＡ社における当該期間の

標準報酬月額は、当初、３年 11 月から４年９月までは 34 万円、同年

10 月から５年９月までは 36 万円と記録されていたところ、４年 12 月

３日付けで、３年 11 月１日の随時改定及び４年 10 月１日の定時決定が

遡って 26 万円に引き下げられていることが確認できる。 

  また、当該事業所の事業主及び元役員を含む元同僚 22 人についても、

平成４年 12 月３日付けで、申立人と同様に標準報酬月額が遡及して引

き下げられていることが確認できる。 

  さらに、経理担当の元取締役及び社会保険担当者は、「社会保険料の

滞納額を減額するために、事業主及び経理担当役員が標準報酬月額の減

  

  



                      

  

額の届けを行った。」と供述している。 

  加えて、複数の元同僚は、「標準報酬月額を減額訂正した後も、減額

訂正する前と同額の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を控除してい

たと思う。」と供述している。 

  これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、上記遡及訂

正処理を行う合理的な理由は見当たらず、当該期間の標準報酬月額の記

録訂正は有効なものとは認められないことから、申立人の当該期間に係

る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、平

成３年 11 月から４年９月までは 34 万円、同年 10 月から５年９月まで

は 36 万円に訂正することが必要である。 

  一方、申立人は、申立期間①のうち、平成５年 10 月１日から６年３

月 31 日までに係る標準報酬月額は、36 万円であると主張しているが、

当該事業所の加入していた厚生年金基金及び健康保険組合における標準

報酬月額はオンライン記録と一致しており、遡及して訂正された形跡は

見当たらない。 

  また、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

前記経理担当の元取締役は、関係書類を保管していないと供述している

上、複数の元同僚からも申立人の保険料の控除について具体的な供述は

得られなかった。 

  このほか、当該期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人の申立期間①のうち、平成５年 10 月１日から６年３月 31 日まで

の期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ａ社に平成６年４月末日まで勤務し

たと主張しているが、オンライン記録によれば、同社は、同年３月 31

日に、厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間②は厚生

年金保険の適用事業所ではない。 

  また、前記経理担当の元取締役及び社会保険担当者は「厚生年金保険

の適用事業所でなくなった後、保険料を控除することはなかったと思

う。」と供述している。 

  さらに、オンライン記録によると、申立人は、平成６年３月 31 日に

国民年金に加入し、国民年金保険料を納付していることが確認できる上、

社会保険担当者は、「社長から厚生年金保険の適用事業所でなくなるの

で、国民年金に加入するよう話があった。」と供述しており、適用事業

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  



                      

  

所でなくなった日まで在籍していた元同僚 17 人のうち、９人が同年３

月 31 日に国民年金に加入し、国民年金保険料を納付していることが確

認できる。 

 加えて、上記健康保険組合の記録により、申立人は、厚生年金保険被

保険者の資格喪失日である平成６年３月 31 日に健康保険任意継続被保

険者となっていることが確認できる。 

 このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   

   

   



                      

  

千葉厚生年金 事案 4628 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年 11 月１日から 42 年２月１日ま

での期間及び同年４月１日から同年 10 月１日までの期間について、その

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る

記録を 41 年 11 月から 42 年１月までは３万 6,000 円、同年４月から同年

９月までは３万 9,000 円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認め

られる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年 11 月１日から 42 年 10 月１日まで 

  私がＡ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準

報酬月額が、給与から実際に控除されていた厚生年金保険料に見合う標

準報酬月額とは相違しているので、申立期間における標準報酬月額の記

録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているとこ

ろ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見

合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

 したがって、申立期間のうち、昭和 41 年 11 月、42 年１月及び同年４

月の標準報酬月額については、申立人から提出されたＡ社の給料支払明細

  



                      

  

書により、41 年 11 月及び 42 年１月は３万 6,000 円、同年４月は３万

9,000 円に訂正することが必要である。 

 また、申立期間のうち、昭和 41 年 12 月及び 42 年５月から同年９月ま

での期間の標準報酬月額については、申立人は当該期間の給料支払明細書

を保有していないものの、申立人から提出された当該期間の前後の期間に

おける給料支払明細書により、当該期間についても前後の期間と同様に保

険料が控除されていたと認められることから、41 年 12 月は３万 6,000 円

42 年５月から同年９月までは３万 9,000 円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、事業主は既に死亡していることから

確認できず、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明

らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が上記給料支払明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う標

準報酬月額の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについ

ては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったと

は認められない。 

 一方、申立期間のうち、昭和 42 年２月及び同年３月の標準報酬月額に

ついては、上記給料支払明細書により推認できる報酬月額に見合う標準報

酬月額と保険料控除額に見合う標準報酬月額のいずれか低い方の額は、オ

ンライン記録の標準報酬月額と同額であることが確認できることから、特

例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

  

、

  

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4629 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和 38 年

４月１日、資格喪失日は 39 年１月 20 日であると認められることから、申

立期間の資格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正することが必要であ

る。 

   なお、申立期間に係る標準報酬月額については、昭和 38 年４月から同

年９月までは１万円、同年 10 月から同年 12 月までは 9,000 円とすること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年４月１日から 39 年１月頃まで 

  私は、昭和 38 年４月１日から 39 年１月頃までＢ市Ｃ町にあったＡ社

に勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたが、厚生年金保険

の加入記録が無いので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の勤務内容に係る申立人の具体的な供述及び元同僚の供述から判断

すると、申立期間において、申立人が当該事業所に勤務していたことは認

められる。 

 また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立

人と生年月日は一致しているものの、氏名の一字が相違し、基礎年金番号

に統合されていない厚生年金保険被保険者記録（資格取得日は昭和 38 年

４月１日、資格喪失日は 39 年１月 20 日）が確認できる。 

 さらに、申立人が氏名を挙げた元同僚３名は、「申立人とは、申立期間

当時、Ｂ市Ｃ町にあった当該事業所のＤ工場で一緒に勤務していた。」と

それぞれ供述している上、当該元同僚のうち１名は、厚生年金保険払出簿

において、厚生年金保険記号番号が申立人と連番で払い出されていること

が確認できることから、上記厚生年金保険被保険者記録は申立人の記録で

  

  



                      

  

あると判断することができる。 

 これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 38 年４月１日

に被保険者資格を取得し、39 年１月 20 日に被保険者資格を喪失した旨の

届出を社会保険事務所（当時）に行ったと認められる。 

 なお、申立期間の標準報酬月額については、当該未統合記録から、昭和

38 年４月から同年９月までは１万円、同年 10 月から同年 12 月までは

9,000 円とすることが必要である。 

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4630 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成６年 11 月１日から同年 12 月１日まで

の期間及び９年９月１日から同年 10 月１日までの期間について、その主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記

録を６年 11 月は 22 万円、９年９月は 24 万円に訂正することが必要であ

る。 

 なお、事業主が申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認め

られる。 

 また、申立期間のうち、平成 10 年８月及び同年９月の標準報酬月額に

ついては、41 万円に訂正することが必要である。 

  

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年４月１日から 10 年 10 月１日まで 

  私は、Ａ社に入社後の平成４年４月１日から 10 年 10 月１日までの期

間の給与は、年金記録の標準報酬月額を上回る額が常に支給されていた

調査の上、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

  

。

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てていると

ころ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控

除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれ

ぞれのいずれか低い方の額を認定することとなる。 

  したがって、申立期間のうち、平成６年 11 月及び９年９月の標準報

酬月額については、申立人から提出されたＡ社の給与支給明細書により、

６年 11 月は 22 万円、９年９月は 24 万円に訂正することが必要である。 

  



                      

  

    なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が上記給与支給明細書で確認できる厚生年金保険料額に見合う標

準報酬月額の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行っ

たとは認められない。 

   一方、申立期間のうち、平成４年４月１日から６年 11 月１日までの

期間、同年 12 月１日から９年９月１日までの期間及び同年 10 月１日か

ら 10 年８月１日までの期間については、上記給与支給明細書により確

認できる、報酬月額に見合う標準報酬月額と保険料控除額に見合う標準

報酬月額のいずれか低い方の額は、オンライン記録の標準報酬月額と同

額であることが確認できることから、特例法による保険給付の対象に当

たらないため、あっせんは行わない。 

 ２ 申立人の申立期間のうち、平成 10 年８月１日から同年 10 月１日まで

の期間については、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、

当初、当該期間を含む同年８月１日から 11 年８月１日までの期間につ

いて、28 万円と記録されていたところ、約２年後の 12 年８月７日付け

で 10 年８月１日の随時改定（28 万円）の記録を取り消し、同年 10 月

１日の定時決定として 41 万円に遡及訂正されていることが確認できる。 

   また、Ａ社を管轄するＢ年金事務所は、「申立人に係る取消処理及び

定時決定処理は平成 12 年５月 17 日の当該事業所に対する総合調査の指

摘によるものと考えられ、当時の届書等の保存は無く、詳細は不明であ

るが、申立人の給与支給明細書から判断すると、10 年８月１日の随時

改定（24 万円から 41 万円に改定）に該当することから、当時、事業主

に対する指示又は当該取消処理及び定時決定処理に何らかの過誤があっ

た可能性が考えられる。」旨回答している。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、平成 12 年

８月７日付けで行った 10 年 10 月１日の定時決定における処理は、合理

的な理由があったとは認め難いことから、申立人に係る同年８月及び同

年９月の標準報酬月額を 41 万円に訂正することが必要である。 

 

 

 

 

 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4631 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成６年３月１日から７年３月１日までの

期間及び同年４月１日から８年４月１日までの期間について、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を

６年３月は 26 万円、同年４月は 28 万円、同年５月は 26 万円、同年６月

及び同年７月は 30 万円、同年８月は 24 万円、同年９月及び同年 10 月は

26 万円、同年 11 月は 20 万円、同年 12 月は 26 万円、７年１月は 20 万円

同年２月は 24 万円、同年４月は 18 万円、同年５月は 17 万円、同年６月

は 24 万円、同年７月は 19 万円、同年８月は 20 万円、同年９月は 19 万円

同年 10 月は 26 万円、同年 11 月は 24 万円、同年 12 月は 26 万円、８年１

月は 22 万円、同年２月及び同年３月は 26 万円に訂正することが必要であ

る。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

、

、

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年３月１日から８年４月１日まで 

  私のＡ社における平成６年３月１日から８年４月１日までの期間の標

準報酬月額が、給料支払明細書に記載されている支給総額や厚生年金保

険料の控除額に比べて不自然に下がっているので、調査の上、標準報酬

月額の記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているとこ

ろ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して



                      

  

いたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見

合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

  したがって、申立期間のうち、平成６年３月から７年２月までの期間及

び同年４月から８年３月までの期間の標準報酬月額については、申立人か

ら提出されたＡ社の給料支払明細書により、６年３月は 26 万円、同年４

月は 28 万円、同年５月は 26 万円、同年６月及び同年７月は 30 万円、同

年８月は 24 万円、同年９月及び同年 10 月は 26 万円、同年 11 月は 20 万

円、同年 12 月は 26 万円、７年１月は 20 万円、同年２月は 24 万円、同年

４月は 18 万円、同年５月は 17 万円、同年６月は 24 万円、同年７月は 19

万円、同年８月は 20 万円、同年９は 19 万円、同年 10 月は 26 万円、同年

11 月は 24 万円、同年 12 月は 26 万円、８年１月は 22 万円、同年２月及

び同年３月は 26 万円とすることが必要である。 

  なお、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、上記給料支払明細書において確認できる保険料控

除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所（当時）において記録されて

いる標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、

当該給料支払明細書において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月

額を社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当

該標準報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

  一方、申立期間のうち、平成７年３月の標準報酬月額については、上記

明細書において、報酬月額に見合う標準報酬月額と保険料控除額に見合う

標準報酬月額のいずれか低い方の額は、オンライン記録の標準報酬月額を

下回っていることが確認できることから、特例法による保険給付の対象に

当たらないため、あっせんは行わない。 

 

 

 

 



                      

  

千葉国民年金 事案 4251 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年９月から 48 年７月までの国民年金保険料については

納付していたものと認めることはできない。 

、

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年９月から 48 年７月まで 

  私は、申立期間当時結婚しており、婚姻時のＡ姓で自宅に集金に来た

Ｂ市役所（当時）の職員に国民年金保険料を納付したのに、申立期間の

保険料が未納とされていることは納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間当時、自宅に集金に来たＢ市役所の職員に申立期

間の国民年金保険料を納付したはずである。」と主張しているが、Ｂ市

（現在は、Ｃ市）の国民年金被保険者名簿、特殊台帳及び申立人の所持す

る年金手帳によると、申立人の国民年金被保険者資格は、いずれも申立期

間直前の昭和 47 年８月 12 日に喪失していることが確認でき、オンライン

記録とも一致している上、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年

金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に保険

料納付の前提となる別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうか

がわせる事情も見当たらないことから、申立期間は国民年金に未加入の期

間であり、制度上、保険料を納付することができない期間である。 

 また、オンライン記録によると、申立期間の前後の期間も未加入の期間

となっており、ほかにも未加入及び未納の期間が多数散在する。 

 さらに、申立人は、「申立期間当時、婚姻時のＡ姓で申立期間の保険料

を納付した。」と申述しているが、Ｂ市の昭和 47 年度の国民年金保険料

検認全リスト及び同年度の国民年金保険料印紙検認連名簿に記載された被

保険者氏名は、婚姻前のＤ姓であり、申立期間当時、申立人の氏名変更が

行われた形跡は見当たらないことから、申立人の申述は不自然である。 

 加えて、申立人の申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

  

  

  



                      

  

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  



                      

  

千葉国民年金 事案 4252 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月から 63 年９月までの期間、平成 17 年７月及び

18 年４月から同年５月までの期間の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61 年４月から 63 年９月まで 

         ② 平成 17 年７月 

         ③ 平成 18 年４月から同年５月まで 

    

    

    私の夫は、勤務していた事業所を昭和 60 年７月 31 日に退職してＡ

（業種）を始めた。その後、役場からの知らせで夫が国民年金の加入手

続を行った際、申立期間①の国民年金保険料は、役場の徴収員に自宅ま

で来てもらい、夫婦二人分として 46 万円から 48 万円ぐらいを納付した

大金だったので、とても大変で苦しかったことを覚えている。また、申

立期間②及び③の保険料は、納付していないと役場から通知が来たので

その都度全て納付したはずである。申立期間①、②及び③の保険料が未

納とされていることは納得できない。 

。

、

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人は、申立人の夫が夫婦二人分の国民年金

保険料をまとめて納付したと主張しているところ、オンライン記録によれ

ば、申立人は申立期間①直後の昭和 63 年 10 月から平成２年３月までの保

険料を３年１月から同年６月までの間で過年度納付していることが確認で

き、同年１月の時点において、申立期間①の保険料は時効により納付する

ことができなかった事情がうかがえる上、申立人夫婦からの聴取によって

も申立人の夫が納付したとする保険料が申立期間の保険料であったとの心

証が得られなかった。 

 また、Ｂ郡Ｃ町（現在は、Ｄ市）の国民年金被保険者名簿において、申

立期間①は未納と記録されており、記録訂正等が行われた形跡は見当たら

  



                      

  

ない上、申立人と一緒に保険料を納付したとする申立人の夫も申立期間①

は未納となっていることがオンライン記録により確認できる。 

 さらに、申立期間②及び③については、申立人の夫から平成 17 年分及

び 18 年分の所得税の確定申告書が提出されており、17 年中の国民年金の

支払保険料欄には「282,380 円」と記載され、当該金額はオンライン記録

において確認できる同年中に納付された申立人夫婦の保険料合計額に比べ

低額であることが認められる上、18 年中の国民年金の支払保険料欄には

「110,040 円」と記載され、当該金額はオンライン記録において確認でき

る同年中に納付された申立人の夫の保険料額と一致していることから、当

該確定申告書に記載された保険料額には申立期間②及び③の保険料は含ま

れていないものと考えられ、申立期間②及び③の保険料を納付していたと

推認することはできない。 

 加えて、申立期間②及び③は、平成９年１月の基礎年金番号制度導入後

の期間であり、年金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書の作

成、領収済通知書の光学式文字読取機による入力等、事務処理の機械化が

図られた上、14 年４月以降は保険料収納事務が国に一元化されたことに

伴い、委託業者による磁気テープに基づく納付書の作成、収納機関からの

納付通知の電子的実施等、年金記録事務における事務処理の機械化が一層

促進されていることを踏まえると、記録漏れや記録誤り等が生じる可能性

は少ないものと考えられる。 

 このほか、申立期間①、②及び③の保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間①、②及び③の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付してい

たものと認めることはできない。 

  

  

  

  



                      

  

千葉国民年金 事案 4253 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 13 年７月から 16 年３月までの国民年金保険料については

還付されていないものと認めることはできない。 

、

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13 年７月から 16 年３月まで 

  私は、申立期間の国民年金保険料を納付していたが、平成 15 年８月

にＡ社会保険事務所（当時）の指導勧告により、当時勤務していたＢ社

が 13 年７月１日に遡って厚生年金保険の適用事業所となり、厚生年金

保険被保険者となったため、申立期間が国民年金保険料を還付された期

間となっている。しかし、私は還付金を受け取っていないので調査して

ほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る国民年金保険料は、

申立人が勤務していたＢ社の申立期間当時の代表取締役であったＣ氏を受

取代理人として、同社の指定口座に、還付決議（平成 15 年８月 22 日付

け）により、還付されていることが確認できる。 

 また、Ｂ社の担当者は、｢Ａ社会保険事務所の指導勧告に基づく厚生年

金保険及び健康保険被保険者資格の遡及取得に関し、申立人との間で『社

会保険料（立替払）の返済に関する覚書』（平成 15 年７月 31 日付け）及

び『（社会保険料）返済スケジュール表』を作成し、ⅰ）申立期間の国民

年金保険料の還付金を会社の指定口座に入金し、社会保険料の個人負担分

に充当すること、ⅱ）充当後、更に不足する個人負担分社会保険料につい

て、一時金及び給与からの分割支払金に分けて支払うことで合意してい

た。｣と申述している。 

 さらに、Ｂ社及びＡ社会保険事務所が保管していた平成 13 年７月から

16 年３月までの 33 か月分の保険料の還付金額 43 万 2,460 円に係る｢国民

年金保険料還付請求書｣（15 年９月 26 日付け）には、その請求者欄に申

  

  



                      

  

立人の記名押印があり、その委任の欄にＣ氏を受取代理人として委任する

旨の申立人の記名押印があることから、申立人は、国民年金保険料還付金

の取扱いについて、会社側と合意していたことが確認できる上、同社は、

同額の振込手続をした旨のＡ社会保険事務所からの｢国庫金振込通知書｣

（15 年 10 月 17 日付け）も保管している。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないものと

認めることはできない。 

  



                      

  

千葉国民年金 事案 4254 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年４月から同年 11 月までの国民年金保険料については

納付していたものと認めることはできない。 

、

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月から同年 11 月まで 

  私は、申立期間当時、Ａ（都道府県）の大学に通っており、私が直接

国民年金の加入手続や国民年金保険料を納付したわけではないが、母が

平成３年 12 月頃に、「遡って国民年金に加入しておかないと将来困る

から、手続をして保険料を払ってきた。合計の保険料が 10 万円以上か

かった。」と言っていたことを覚えている。また、母が、「制度変更に

より、学生が国民年金に強制加入となった時期に遡って保険料を全て納

付した。」と言っていた記憶もある。申立期間が未納と記録されている

のは納得がいかない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「私の母が、平成３年 12 月頃に、国民年金の加入手続を行

い、制度変更により、学生が国民年金に強制加入となった同年４月に遡っ

て国民年金保険料を納付した。」と主張しているが、申立人の国民年金手

帳記号番号は、申立人の手帳記号番号の前後の被保険者の資格取得日から、

６年１月頃にＢ市で払い出され、同時期に国民年金の加入手続が行われた

ものと推認できることから、申立人の主張と相違している上、加入手続を

行った同年１月を基準にすると、申立期間の保険料は時効により納付する

ことができない。 

 また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 さらに、Ｂ市は、平成６年に、国民年金加入勧奨のため、国民年金資格

取得届出書を兼ねた回答用の往復はがき（学生の強制加入について明記さ

  

  



                      

  

れている。）を送付する等、当時、同市が国民年金加入に力を入れていた

ことがうかがえるところ、申立人の手帳記号番号の前後それぞれ 10 番以

内に、同年１月から同年３月までの間に遡及納付可能な２年前に遡って保

険料を納付した３年４月１日資格取得者が複数名確認できること、申立人

に関しては、Ｂ市の国民年金被保険者名簿から、同年 12 月から５年３月

までの保険料が過年度納付されていること、及びＢ市の国民年金保険料納

付状況一覧リストから、同年４月から６年１月までの保険料が同年１月

25 日に一括納付され、同年２月からの保険料が月々定期納付されている

ことを踏まえると、申立人は、同年１月頃に加入手続を行い、その際、学

生が強制加入となった３年４月１日に遡って資格取得し、６年１月時点で

遡及納付可能な２年前に遡って保険料を納付したと考えるのが自然である

 加えて、申立人は、加入手続及び保険料納付には直接関与しておらず、

加入手続及び保険料納付をしたとするその母は記憶が明確でない上、申立

期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

。 

  

  



                      

  

千葉国民年金 事案 4255 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年１月から平成元年 10 月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生

住    所 ：  

 

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年１月から平成元年 10 月まで 

  申立期間のうち、昭和 58 年１月から 62 年３月までの期間については

父が私に「将来年金をもらえなくなるといけないから国民年金保険料

を納めている。」と言って年金手帳を見せてくれたことを覚えている

また、申立期間のうち、同年４月から平成元年 10 月までの期間につい

ては、就職した会社が厚生年金保険に未加入だったので、国民年金保

険料は私が毎月又は数か月まとめて市役所か金融機関で納付した。そ

の後、会社が厚生年金保険に加入する際に年金手帳を会社に提出した

が、その年金手帳は返却されずに新しい年金手帳が交付された。申立

期間が未納とされていることは納得できない。 

、

。

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、基礎年金番号が記載された年金手帳及び国民年金手帳記号番

号が記載された年金手帳を所持しており、オンライン記録において、平成

21 年に手帳記号番号は基礎年金番号に統合されていることが確認できる

ところ、当該手帳記号番号の前後の国民年金被保険者の資格記録等から、

申立人の国民年金の加入手続は３年２月頃に行われたと推認できる上、手

帳記号番号が記載された年金手帳には初めて被保険者となった日が同年１

月 26 日と記載されており、当該資格取得日はオンライン記録と一致して

いることから、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、制度上、保険

料を納付することはできない期間である。 

 また、オンライン記録によると、当該基礎年金番号は平成 10 年３月 10

日に付番されているところ、申立人の基礎年金番号の記録には、職権によ

り国民年金被保険者として適用され年金手帳が送付された者に対して表示

  



                      

  

される「手帳送付者」と記載されており、申立期間は、当該基礎年金番号

が付番された際、昭和 58 年１月２日に遡って国民年金被保険者の資格を

取得したことにより生じた未納期間であることが確認できることから、平

成 10 年３月の時点において、申立期間の保険料は時効により納付するこ

とができない。 

 さらに、オンラインシステムにおいて申立人の氏名の読み方及び漢字表

記を変えて氏名検索を行い、併せて国民年金手帳記号番号払出簿検索シス

テムにより縦覧調査を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 加えて、申立人の加入手続及び保険料の納付を行ったとする申立人の父

は、加入手続及び申立期間の保険料納付に関する記憶が定かではない上、

申立人が年金手帳を提出したと述べている当時の勤務先の事業主及び当該

事業所の顧問税理士は、当時の資料は無く、厚生年金保険加入時に申立人

から年金手帳の提出を受けたか否か不明である旨回答している。 

 このほか、申立期間は 82 か月と長期間であり、申立人が申立期間の保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  

  

  

  



                      

  

千葉国民年金 事案 4256 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年４月から９年３月までの国民年金保険料については

納付していたものと認めることはできない。 

、

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年４月から９年３月まで 

  私が平成８年３月に会社を退職した直後に、妻が私の国民年金の加入

手続を行い、その後、申立期間に係る国民年金保険料の納付書が届いた

ので妻が一括で納付してくれた。申立期間が未納とされていることは納

得できないので、調査して納付記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成８年３月に会社を退職した直後に、申立人の妻が申立人

の国民年金の加入手続を行い、その後、申立期間に係る国民年金保険料の

納付書が届いたので申立人の妻が一括で納付してくれたと主張していると

ころ、オンライン記録によると、10 年７月７日付けで申立人に対し過年

度保険料の納付書が作成されたことが確認でき、当該納付書が作成された

時点において、８年６月以降の期間に保険料の未納期間が存在していたこ

とがうかがえる。 

 また、申立人は、申立期間の保険料の納付に直接関与しておらず、保険

料を納付したとする申立人の妻は申立期間に係る保険料の納付金額及び納

付時期に関する記憶が定かではなく、申立期間に係る具体的な保険料の納

付状況は不明である。 

 さらに、申立期間の一部は、平成９年１月の基礎年金番号制度導入後の

期間であり、年金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書作成、

領収済通知書の光学式文字読取機による入力等、事務処理の機械化が進ん

でおり、記録漏れ、記録誤り等が生じる可能性は少ないものと考えられる

 加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 
 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  

  

。 

  、

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4632（事案 4061 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 大正 11 年生

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 54 年 12 月１日から 55 年 10 月１日まで 

  私は、前回の申立てにおいて、年金記録確認Ａ地方第三者委員会から

「訂正不要」との決定を受けたが、Ｂ社からＣ社（現在は、Ｄ社）に転

籍した際、給料は 32 万円の約束だった。申立期間の標準報酬月額を 32

万円に訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の相違について申し立てている

が、ⅰ）Ｄ社は、「申立期間当時の、標準報酬月額の算定に係る資料は保

持していない。」と回答していること、ⅱ）申立期間当時、Ｃ社の従業員

に係る社会保険事務を担当していた親会社のＢ社Ｅ課員及びＣ社の元同僚

は、いずれも、「申立人の申立期間に係る給与額は覚えていない。」と供

述していること、ⅲ）申立人が主張する標準報酬月額に基づく保険料を事

業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらないことなどを理由として、既に当委員会の決定に基づき、

平成 23 年 10 月 12 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行

われている。 

 今回の申立てにおいて、申立人は、「転籍した際、給料は 32 万円の約

束だった。」と主張している。 

 しかし、Ｂ社から提出された労働者名簿には、申立期間において、「54.

７.１基本給 280,000 円」「55.７.１基本給 360,000 円」との記載があり、

申立期間のオンライン記録と符合する上、その後のＣ社の標準報酬月額に

ついても、おおむね上記労働者名簿の基本給と一致する。 

  

  



                      

  

   また、Ｃ社の従業員の社会保険事務を担当していたＢ社Ｅ課員は、「報

酬月額及び事務の内容は、申立人と当時の役員が話合いで決めていたと思

う。」と供述しているが、当該役員から供述を得ることはできない。 

 さらに、文書による口頭意見陳述においても、申立人の主張を裏付ける

新たな事情は認められず、申立期間において、申立人が主張する標準報酬

月額に基づく保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

ほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことか

ら、申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4633 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 11 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年４月５日から同年 12 月１日まで 

  私は、昭和 54 年４月にＡ社から同社子会社として設立されたＢ社

（現在は、Ｃ社）に所長として転籍した。申立期間当時、Ｂ社の従業員

の社会保険事務は、親会社のＡ社Ｄ課が行っていたところ、担当者の手

続ミスで、Ｂ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日が同年 12

月１日になった。当時は承知していたが、勤務実態に合わせて、資格取

得日を同年４月５日に訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社の労働者名簿及び雇用保険の加入記録によると、申立人は申立期間

において当該事業所に勤務していたことが確認できる。 

 しかし、オンライン記録によると、当該事業所は昭和 54 年 12 月 1 日に

厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所になる前

の期間であることが確認できる。 

 また、申立人及び元同僚は、「Ｂ社は、申立期間当時の従業員は２名だ

った。」と供述していることから、申立期間当時、厚生年金保険の強制適

用事業所となる要件である５名以上の従業員を使用する法人に該当しない

上、当該事業所の新規適用時において資格取得した被保険者は、申立人の

ほか１名のみで、当該元同僚は既に死亡していることから、申立期間当時

の厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

 さらに、Ｂ社の設立時の事情を知る親会社の元事業主は、既に死亡して

おり、ほかの元役員からは供述が得られないことから、同社が厚生年金保

険の適用事業所になった具体的経緯等の供述を得ることができない。 

加えて、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

  

  

  



                      

  

律に基づき、記録訂正及び保険給付が行われるのは、申立人が事業主によ

り給与から保険料を控除されていたことが認められることが必要であると

ころ、申立人は、「誤処理により、昭和 54 年４月から同年 11 月まで保険

料が控除されなかった。」と供述している。 

  一方、申立人は、文書による口頭意見陳述において、「親会社の事務担

当者の社会保険手続に係る知識の欠除による誤処理。」を主張するが、年

金記録確認第三者委員会は、厚生年金保険法による記録訂正のあっせんに

ついては、申立期間における被保険者資格の届出又は保険料の納付の有無

に係る事実認定に基づいて記録の訂正の要否を判断するものであり、これ

と離れて当該事業所が行った資格取得の届出手続遅延又は届出手続漏れ自

体の違法性の有無を判断するものではない。 

  このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4634 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年８月１日から同年９月１日まで 

  私が、Ａ社に勤務していた期間のうち、昭和 51 年８月の標準報酬月

額が 28 万円と記録されているが、私の計算では 30 万円であると思うの

で、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社に勤務していた期間のうち、昭和 51 年８月の標準報酬

月額が 28 万円と記録されているが、「給与支給明細書」を提出して 30 万

円であると主張している。 

 なお、申立期間は、厚生年金保険の標準報酬月額の上限が、厚生年金保

険法等の一部を改正する法律「昭和 51 年６月５日法律第 63 号（同年８月

１日施行）」により、従前の 20 万円から 32 万円に改定された日の属する

月であり、申立人の標準報酬月額は申立期間の前月において、上限額であ

ったことが確認できる。 

 これを踏まえて、申立人から提出された「昭和 50 年度定期昇給差額計

算書」及び「給与支給明細書」を検証すると、申立人の昭和 50 年の給与

は、同年４月に昇給し、同年７月に支払が開始されたことが認められるこ

とから、事業主は申立人に係る標準報酬月額を同年 10 月 1 日の随時改定

により届け出たことが推認できる上、昇給月以後引き続く３か月間の報酬

月額の平均額は、28 万 8,973 円となることから上記厚生年金保険法等の

一部を改正する法律の施行日における標準報酬月額は 28 万円であること

が確認できる。 

 また、申立人から提出された昭和 51 年９月の「給与支給明細書」によ

  

  

  



                      

  

り、厚生年金保険料は翌月控除であることが確認できる上、同年８月は厚

生年金保険の保険料率も改正されているところ、申立期間は 28 万円の標

準報酬月額に見合う保険料が控除されていることが確認できる。 

 さらに、当該事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿から

申立期間に係る申立人の標準報酬月額は 28 万円と記録されていることが

確認できる上、当該事業所が加入しているＢ厚生年金基金から提出された

申立人の「加入員台帳」及び「基本異動記録」から、昭和 51 年８月１日

の異動事由欄に「法律改正」と記載され、標準報酬月額が 20 万円から 28

万円に改定されたことが記録されていることから、申立人の申立期間に係

る標準報酬月額は、いずれも国の記録と一致していることが確認できる。 

 このほか、申立期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4635 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年１月 10 日から同年９月 19 日まで 

  私は、申立期間当時、Ａ社に勤務していたが、申立期間が厚生年金保

険に未加入となっている。一緒に勤務していた叔父には厚生年金保険の

加入記録があるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険の被保険者記録を有している

元同僚の証言から、申立人の勤務期間は特定できないが、当該事業所に勤

務していたことは認められる。 

 しかし、当該事業所は、「保管している資料に申立人に係る記録は見当

たらない。また、申立期間当時から顧問をしている社会保険労務士事務所

にも確認したが、申立人に係る資料は確認できない。」と回答しているこ

とから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認する

ことができない。 

 また、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

期間に申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番は無い上、

申立期間において、当該事業所における申立人に係る雇用保険の加入記録

も確認できない。 

 このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

  

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4636 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年１月１日から同年 10 月 27 日まで 

  私は、Ａ社に勤務していたとき、給与が 20 万円より下がった記憶は

無いが、厚生労働省の記録は、申立期間の標準報酬月額が 15 万円とな

っているので、調査の上、正しい記録に訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「Ａ社に勤務していたとき、給与が 20 万円より下がった記

憶が無いので、標準報酬月額は 20 万円である。」と主張している。 

 しかし、事業主から提出された「被保険者台帳」において、申立人に係

る標準報酬月額が平成２年１月に 20 万円から 15 万円に随時改定されてお

り、オンライン記録と一致することが確認できる。 

 また、事業主は、「当社の定年は満 60 歳であるので、定年後雇用延長

する際に、給与の見直しを行ったと思う。平成元年 10 月分から給与を引

き下げたので、同年 10 月、同年 11 月及び同年 12 月の３か月分の平均給

与に基づき月額変更届を提出したと思う。」と回答し、同社の顧問社会保

険労務士も、「社会保険事務所（当時）への届出書類は私が作成しており、

私のコンピュータの中にあった被保険者台帳から判断すると、申立人が雇

用延長となった翌月（同年 10 月分）の給与から申立人の給与は下がった

ため、２年１月から月額変更したと思う。」と供述している。 

 なお、申立人の平成２年１月の標準報酬月額の随時改定について、遡及

訂正等不自然な処理がなされた形跡は見当たらない。 

 このほか、申立人が主張する標準報酬月額に相当する保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

  

  

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4637 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年７月 31 日から同年９月１日まで 

  私は、昭和 35 年６月１日から 59 年６月１日までＡ区のＢ社に正社員

の「Ｃ（職種）」として継続して勤務したのに、年金記録が途中欠落し

ているのは納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間においてＢ社に継続して勤務してした。」と主張

している 

 しかし、雇用保険の加入記録によると、申立人は、申立期間において継

続して勤務しているものの、当該事業所が加入していたＤ厚生年金基金が

保管する申立人に係る厚生年金基金加入員資格取得及び喪失届並びにＥ健

康保険組合の回答書によると、申立人は、昭和 58 年７月 30 日に退職し、

健康保険被保険者証を返納しており、同年９月１日に再取得していること

が確認でき、オンライン記録の厚生年金保険被保険者記録と符合する。 

 また、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており

元事業主は、「当時の関係資料は残っていない。」と回答している上、元

取締役兼社会保険事務担当者は、「申立人が入社したときから辞めるまで

知っているが、申立人の主張については分からない。」と供述している。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

  、

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4638 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年４月１日から 35 年４月１日まで 

         ② 昭和 59 年 10 月１日から 61 年４月 21 日まで

         ③ 平成元年３月 30 日から３年３月 16 日まで 

     

    

    私は、申立期間①はＡ市Ｂ区にあったＣ事業所に、申立期間②はＤ市

にあるＥ事業所を運営しているＦ社に、申立期間③はＤ市にあるＧ事業

所を運営していたＨ社（現在は、Ｉ社）に、それぞれ勤務していたにも

かかわらず、申立期間①、②及び③の厚生年金保険の被保険者記録が無

いので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、Ｃ事業所に勤務していたと主張して

いるが、当該事業所は、昭和 28 年８月１日に新規に厚生年金保険の適

用事業所となり、29 年１月１日付けで適用事業所でなくなっており、

申立期間①は適用事業所でなくなった後の期間である。 

  また、当該事業所に勤務していた被保険者の厚生年金保険被保険者台

帳（旧台帳）には、「Ｊ法附則第 13 項該当により移管」と記載されて

いることから、当該事業所は、申立期間①当時、Ｋ組合に加入してい

たものと推認される。 

  さらに、Ｌ（団体）は、申立人がＫ組合に加入していたか否かの照会

に対し、「昭和５年＊月＊日生まれのＭ（申立人氏名）（名前の読み

は「＊」となっている。加入者番号：＊）は、34 年５月１日にＣ事業

所において資格取得し、35 年５月１日に資格喪失しており、当該期間

は、退職一時金を全額支給済みとなっている。」と回答している。 

  このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

  

  

  



                      

  

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②について、雇用保険の加入記録により、申立人がＦ社に勤

務していたことは確認できる。 

  しかし、当該事業所は、「申立人に係る雇用保険の資格取得控は見つ

かったが、当社が保管している健康保険の番号表に申立人の氏名の記

載は無い。」と回答している。 

  また、申立人は、申立期間②のうち、昭和 59 年 10 月１日から 61 年

４月１日までの期間については、国民年金に任意で加入し、付加保険

料を含めて国民年金保険料を納付している上、国民年金第３号被保険

者制度が発足した同年４月１日以降は第３号被保険者となっているこ

とがオンライン記録により確認できる。 

  さらに、当該事業所で申立人と同じ仕事をしていた元同僚の厚生年金

保険の被保険者記録は確認できない上、オンライン記録により、当該

事業所の健康保険厚生年金保険被保険者縦覧照会回答票及び被保険者

原票を確認したところ、申立期間②に申立人の氏名は無く、健康保険

の整理番号に欠番は無い。 

  このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  

  

  

  

 

  ３ 申立期間③について、雇用保険の加入記録及びＩ社から提出されたＨ

社発行の申立人の平成元年分給与所得の源泉徴収票により、申立人は

申立期間③のうち平成元年３月 30 日から３年３月 15 日までＨ社に勤

務していたことは確認できる。 

  しかし、上記源泉徴収票から社会保険料は控除されていないことが確

認できる上、平成２年分給与所得の源泉徴収票において控除されてい

る社会保険料は 4,228 円であることが確認できるところ、この金額は

当該源泉徴収票の給与賞与の支払金額 80 万 9,557 円に対して算出され

る雇用保険料にほぼ近い金額となっており、厚生年金保険料は控除さ

れていないことが確認できる。 

  また、同じ職場で勤務していた元同僚は、「私はＮ（職種）だったの

で社会保険に加入していた。申立人は、パートで短い時間の勤務であ

った。パートの場合は健康保険や厚生年金保険には加入していなかっ

たのではないかと思う。」と供述している。 

  さらに、申立人は、申立期間③のうち、平成元年３月 30 日から２年

２月 15 日までの期間は、国民年金の第３号被保険者として加入してい

たことが確認できる。 

  加えて、オンライン記録により、Ｈ社の健康保険厚生年金保険被保険

、

  

、

  

  

  



                      

  

者縦覧照会回答票を確認したところ、申立期間③に申立人の氏名は無

く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

 このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   

 

  ４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

、




